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1987年 4月～1993年 3月 高野山大学文学部専任講師
1993年 4月～2000年 3月 岡山県立大学保健福祉学部助教授
2000年 4月～2001年 3月 岡山県立大学保健福祉学部教授
2001年 4月～2008年 3月 立命館大学産業社会学部教授













1995年 4月～1998年 3月 岡山県倉敷市老人保健福祉計画推進懇話会委員
1999年 4月～2003年 3月 姫路市介護保険事業計画策定委員会委員
1998年 4月～2001年 3月 岡山県総社市老人保健福祉計画等策定委員会委員長
1998年 4月～2005年 9月 岡山県真備町老人保健福祉計画等策定委員会副委員長・清音村老人保健福祉
計画等策定委員会委員
1999年 4月～2001年 3月 倉敷市国民健康保険審議会委員
1999年10月～2001年 3月 岡山県介護保険審査会委員
2004年 9月～2006年 3月 京都府向日市地域福祉計画策定委員会委員長
2000年 4月～2004年 3月 国家試験介護福祉士試験問題作成委員
2003年 4月～2004年 3月 教科用図書検定調査審議会専門委員・高等学校用教科書社会福祉制度
2009年 4月～2021年 3月 大阪府池田市地域福祉計画策定委員会委員長
2009年 4月～2020年 3月 大阪府寝屋川市地域福祉計画策定委員会委員長
















































9．‘Japan Case Study’（2017）in Durkin, C. and Gunn, R.（eds）Social Entrepreneurship a skills approach























































































































63．「イギリスにおける貧困対策と地域再生①」『月刊福祉 12』第 95巻第 14号、2012
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8．「介護保険導入による市町村行財政の変化」（第 10回地方財政学会、2002年 6月 1日）
9．「ブレア政権下の英国社会政策」（日本社会政策学会第 110回大会、国際交流分科会、2005年 5月 28
日）
その他
書評、（フランシス・G・キャッスル著、岩本敏夫ら訳）『オーストラリア・ニュージーランド福祉国家
論』『社会主義と労働運動』Vol.15、No.100、通巻 172号、社会主義理論政策センター、1991
調査報告、単著「岡山県下市町村の老人保健福祉計画策定状況に関する調査報告－岡山県下 78市町村ア
ンケート・ヒアリング調査結果」岡山県立大学保健福祉総合研究所、1994
研究報告、「岡山県における保健・医療・福祉の統合に関する研究Ⅱ」（岡山県立大学保健福祉総合研究
所、1995
研究報告、共著「岡山県における保健・医療・福祉の統合に関する研究Ⅲ」岡山県立大学保健福祉総合研
究所、1996
研究報告、「地域福祉と介護サービス」（平成 7年度科学研究費補助金（総合研究 A）研究成果報告書、
1996
調査報告、「高齢者在宅保健福祉サービスの連携等についての調査結果レポート」岡山県立大学保健福祉
総合研究所、1997
「京都府下市町村における介護保険実態調査 －市町村の役割を再考する」『産業社会学部論集』第 41巻
第 2号（通巻 125号）、立命館大学産業社会学会、2005
その他の業績
学位取得論文（1999年度）：『イギリス社会福祉における政府間行財政関係の研究 －1960年代以降を中
心として－』岡山大学学術博士
同志社大学社会福祉学会賞受賞（2005年度）：『イギリスの福祉行財政 －政府間関係の視点－』法律文
化社
（招待講演）「構造改革の検証と新たな地方の役割 財政論の視点から」，日本社会福祉学会北海道セミナ
ー、北星学園大学、2006
（招待講演）「新福祉多元主義 ボランタリー・ミュニティ・セクターを中心にして」（大会テーマ「EU
離脱国民投票後の『福祉国家』英国とその教育を展望する」） 日英教育学会 2020年度大会、京都女
子大学、2020
科学研究費（代表者研究者のみ）
基盤研究（C）；平成 19年度～21年度；「英国都市再生とネイバーフッド・ガバナンス インクルージョ
ンへの新しい意思決定構造」
基盤研究（C）；平成 22年度～24年度；「都市における貧困とネイバーフッド・ガバナンスに関する日英
研究」
基盤研究（C）；平成 25年度～27年度；「英国福祉国家再編とソーシャルワークの社会的企業化に関する
研究」
基盤研究（C）；平成 28年度～30年度；「英国の多問題家族と自治体・社会的企業の共同支援プログラム
に関する研究」
基盤研究（C）；平成 31年度～33年度；「英国の福祉改革『働くための福祉』に関する調査研究 －自立
と就労の理論化に向けて－」
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